障害者委託訓練受託対象要件照合表
　職業訓練を委託するに当たっては、次の１～４に掲げる項目について全てを満たす必要があります。貴社において、要件を満たしているかどうか確認の上、満たしている場合はチェック欄にレを記入してください。

　１　教育訓練機関が事業を適切に運営できる組織体制、職員数を備えており、教育訓練を実施する上で必要となる教室、設備、備品等を所有又は賃貸借契約等により常に使用できる状態であること。具体的には、次のとおりである。

□　イ　原則として5人～15人の定員設定が可能であること。

□　ロ　訓練運営に当たって、施設・設備及び訓練指導体制等の訓練全般に係る責任者１名を訓練開設校舎ごとに配置でき、また受講者からの問い合わせ等に対応する窓口としての事務担当者を１名以上配置できる体制が講じられていること。
　　　　なお、カリキュラムにパソコンを使用する内容が含まれる場合にあっては、上記イ、ロのほか、次のとおりであること。

□　ハ　パソコンについては１人１台の割合で設置されていること。

□　ニ　ソフトウェアについて使用許諾契約に基づき、適正に使用できるものであること。

　２　教育訓練を効果的に指導できる専門知識、能力、経験を有する講師が、講座を適正に運営するために十分確保されていること。具体的には、次のとおりである。

□　イ　講師は、実技にあっては、受講生15人までは１人に加え当該講師以外に補助員１人、15人を超えるときは１人に加え同補助員２人の配置を標準とすること。
□　ロ　訓練の指導を担当する者は、職業訓練指導員免許を有する者又は能開法第30条の2第2項の規定に該当する者等であり、職業訓練の適切な指導が可能であると認められる者であること。
□　ハ　特に、情報通信関連分野に関しては、当該分野の専門的な指導経験、ＩＴ機器導入の支援の業務等、日常的にＩＴ機器の利用法等についてユーザーに説明する業務に従事した経験等がある等の講師として相応しい者であること。

　３　実施しようとする教育訓練の目的・目標、カリキュラム内容、実施時間、実施場所等が、求職者の職業能力の開発及び向上に資する教育訓練であって、真に就業に必要な教育訓練と認められるとともに、適切な実施が可能なこと。具体的には、次のとおりである。
□　イ　カリキュラム内容が教育訓練の目標、仕上がり像と整合性を有するものであること。
□　ロ　教育訓練の目標、仕上がり像及びカリキュラム内容が真に就業に資するための技能・技術の習得であること。
□　ハ　教育訓練の実施時間は、別に定める場合を除き、１日を５時限、１か月100時間以上を標準とすること。なお、45分を１時限として算定して差し支えないこと。
□　ニ　訓練実施場所については、訓練生の通学等を考慮して適した場所であること。
　４　次のいずれかの事項に該当する場合は、委託先機関の対象とはならない旨了知するものであること。
□　イ　自己又は自社の役員等が、次の各号のいずれかに該当する者、及び次の各号に掲げる者が、その経営に実質的に関与している場合

　　　　・暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）

第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

　　　　・暴力団員（同法第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

　　　　・暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者

　　　　・自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって暴力団また又は暴力団員を利用している者

　　　　・暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者

　　　　・暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

　　　　・暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者

　※　このことについて、参加要件確認のため、佐賀県警察本部に照会する場合があります。

　　　また、委託先として決定した際には、これに係る誓約書を提出していただきます。
□　ロ　教材等の著作権法違反等、関係法令に違反し処罰の対象又は損害賠償等の重大な法令違反行為がなされた事実がある場合
□　ハ　税法違反等、公序良俗に違反し、社会通念上、委託先機関とすることが相応しくないと判断されるとき
□　ニ　個人情報の取り扱いについて、県の指示に従わなかったとき
□　ホ　その他公共職業訓練の委託先として明らかに適性を欠くと県が判断したとき

　職業訓練を受託するに当たり上記の要件を満たしていることを確認しましたので、令和７年度職業訓練（委託訓練）の受託を希望いたします。
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者（役職名）　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式第５号
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